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１．調査の目的 
オーストラリアの小麦生産は以下の 4 つの観点から重要な転機を迎えている。 
① バラ積み輸出における AWB Ltd によるシングルデスク体制が 2008 年 9 月末をもって廃止され、認

可制による自由貿易が始まったこと。 
② 2006/07 季、2007/08 季の２季連続で大旱魃が起こり、国内農業が大打撃を受けていること。またこ

れに伴う離農者の増加により、産業構造に変化が起こっていること。 
③ 2007 年 11 月の連邦総選挙で野党労働党が与党自由党に勝利し、新政府が誕生したことに伴い、農

業政策が変更される可能性があること。 
④ 気候変動により生物学的環境が変化していることにより、収量の非一時的な変化が予想されること。 

 
また、オーストラリアと本邦との小麦の貿易も、 
⑤ 現在行われている自由貿易協定の締結を念頭においた交渉において、小麦がセンシティブな品目で

あること。 
⑥ 「輸入麦の政府売渡ルール検討会」を中心として本邦における小麦の輸入制度の見直しが行われて

いること。 
の 2 つの点において重要な転機を迎えている。 

 
このような背景の中、ア．オーストラリアの対日輸出における小麦の潜在的供給力、イ．その ①–④ に

よる影響、ウ．⑤–⑥に対する含意を調査するため、以下の政府機関・公的研究機関・小麦関連企業・農業

者団体・農家にて聞き取りを行った。 
 
政府機関 
○ 連邦農水林業省 
○ 連邦小麦輸出局 
○ 西オーストラリア州農業食料省 
○ ニューサウスウェールズ州第一次産業省 
○ クイーンズランド州第一次産業省 

 
公的研究機関 
○ 連邦科学産業研究機構 
○ クイーンズランド大学 
○ ニューサウスウェールズ州農業研究所 
○ チャールズスタート大学 

 
小麦関連企業 
○ AWB (大手集荷業者) 
○ CBH (大手集荷業者) 
○ Grain Pool (大手集荷業者) 
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○ Grain Corp (大手集荷業者) 
○ Inter Grain (種子開発会社) 
○ カーギル・オーストラリア (穀物取引商社) 
○ 丸紅オーストラリア (穀物取引商社) 
○ 全農オーストラリア事務所(穀物取引商社) 

 
農業者団体・農家 
○ 全国穀物生産者連盟 
○ 西オーストラリア州農業者連盟 
○ ビクトリア州農業者連盟 
○ 小麦農家 3 軒 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 4

２．聞き取りの要旨 
上記聞き取り対象者のうち、公表可能で、しかも有益な情報を得られることのできた 18 者との 12 回の

聞き取りについて、ここに要旨をまとめる。 
 
 
（１）連邦農水林業省 

Federal Department of Agriculture, Fisheries and Forestry 
Des Naughton, Manager, Wheat Industry Policy 
Mattew Dadswell, General Manager, Drought Policy 

 
Canberra, 23 January 
 
■ オーストラリアにおいては、旱魃年においても小麦の (合計) 作付面積はほとんど変わらない。こ

れは、来る冬に雨が降るかどうかが分からない間に播種をしなければならないため、農家が「いずれ

にせよ念のため」作付を行う傾向にあるからである。従って、国全体の小麦の収穫量はほぼ単に反収

に比例することになる。 
■ 連邦の労働党新政府は、自由党政府が行っていた旱魃に苦しむ農業者の事後的救済策を継承しつつ

も、農家が旱魃に強くなる (drought proof) インセンティブ作りに力を入れている。 
■ クイーンズランド州におけるサトウキビ農家の構造調整政策など、新しい連邦農業政策もないわけ

ではないが、一般的に言って、政権交代による大幅な農業政策の変更は起きておらず、今後もないと

予想される。 
■  (旱魃が恒常化している中での旱魃対策は、農業保護に当たるのではないかとの質問に対し) 農家

の対旱魃準備を補助する政策は農業者の教育政策であり、 (WTO 上の緑の政策に当たるため) 直接的

な農業保護には当たらないと考える。オーストラリアは今後も農業保護政策をとらない現路線を維持

することになると思う。 
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（２）連邦小麦輸出局 
Wheat Export Australia 
Peter Woods, CEO 
Caroline Rhodes, Senior Manager, Operations 
Canberra, 23 January 

 
■ 巷では小麦のバルク輸出は自由化 (deregulated) されたという認識があるが、我々はあくまで規制緩

和 (liberalise) されただけだと思っている。当面は認可制を維持し、競争消費者委員会 (ACCC) の判

断の下、保管施設・港湾施設を所有する大規模集荷業者が小さいプレーヤーから搾取をしないことを

確認したい。 
■ 今のところ、輸出業者は新制度に概ね満足している。新しい商業機会が与えられ、やる気になって

いる業者が多い。 
■ 収穫期に入り港湾施設が混み合い、希望する時間にターミナルを借りられない輸出業者もいるよう

だ。だが、これはどちらかと言えば保管施設から港までの鉄道の輸送効率の悪さが原因であり、集荷

業者が他の輸出業者を締め出そうとしているということでは全くないと思う。 
■ 集荷業者は、新制度において不公平な港湾施設の利用をすることがどんな結果 (輸出免許の取り消

し) 招くのか重々承知している。そのリスクを冒してまでターミナルを有利に使いたいと思う業者は

いないと考える。 
■ 新制度の下では販路が幅広くなったため、販売先を決めるまでの間、小麦を農場内のサイロに保管

する農家が多くなった。この量は完全には特定できないため、今後１年間でどれほどの輸出があるか

を予想するのは難しい。ただし、2 月より統計局 (ABS) と農業資源経済局 (ABARE) が輸出契約や国

内在庫による統計を発表し始めるなど、市場内の情報を増やそうという努力が行われれている。 
■ 新制度が開始した10月から3か月間で、約1百万トンの輸出があった。港での記録から判断するに、

21 社 (当時。現在は 22 社) の認可済輸出業者のうち 10 社が実際に輸出活動を行っているようだ。 
■ 輸出品の品質設定は「商業的な問題」であり、政府が関与することではない。市場が必要だと思え

ば、そういうシステムが (民間の中で) 自然にできあがるだろう。オーストラリアに輸出規格のない

ことによって輸入国が米国やカナダへシフトするならば、それはそれで仕方がない。 
■ 全企業への輸出認可は今年の 9 月に改めて見直され、その後、更新が決定した企業に対しては新た

に 1 年以上 3 年以内の免許が交付される。今回は、集荷業者が港湾施設を他社に開放することを確認

するために彼らには１年の免許を交付し、他社がこのことから (集荷業者はできない長期契約などの) 
偏った利益を得ないために彼らにも１年の免許を交付した。10 月からもこの路線を踏襲するかは、現

時点では決まっていない。 
■ InterGrain の CBH に対する (特定麺用品種の) 独占輸出権の授与については、最終的には ACCC が
是非を判断することであるが、彼らの種子に関する商業権の範囲内の行為であるので問題がないと判

断されるのではないかと予想する。このような権利が全て棄却されてしまうことは、 (利益追求を前

提に民間に移管された) 種子開発のインセンティブを損なうことになる。 
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（３）西オーストラリア州農業食料省 
Western Australia Department of Agriculture and Food 
Anne Wilkins, Assistant Manager, Market and Trade Development 
Matt Yamamoto, Manager, Market Development Japan 
InterGrain 
Brian Whan, CEO 
Tress Walmsley, Commercial Manager 

 
Perth, 21 January (2 機関合同にて聞き取り)  

 
■ IngerGrain 社はパースに本部を置く小麦専門の種子開発・販売会社である。元々西オーストラリア

州農業食料省の 1 部門であったが、独立した。 
■ 西オーストラリア州政府が 6 割以上の株式を保有するが、利益追求を目的としており、NSW 州や

ビクトリア州における種子開発も行っている。 
■ 小麦の種子の市場シェアは、西オーストラリア州で約 80％、オーストラリア全体で約 40％を占める。 

(＊麺用小麦に関しては、流通するほぼ全数が IngerGrain またはその前身によって開発されたものであ

るため、この会社の動向は麺用小麦の輸出に大きな影響を及ぼす)  
■ ビジネスモデルは、収穫後に保管施設に集荷小麦に対して種子使用料 (end point loyalty) を徴収する

というものである。この使用料の支払いは、農家による作付前の種子購買契約の段階で合意されてい

る。 
■ 近年、市場における日本向け麺用小麦 (ANW varieties) の価格の対高蛋白品種 (APH, AH, APW, 

ASW varieties) プレミアムが下落し、年によっては最高ランクに格付けされた麺用小麦 (ANW1) の価

格が上級の高蛋白品種 (APH2, H1, H2, APW1, APW2) より低いことすらある。この状況で農家が麺用

小麦を作付けするインセンティブを持つことは難しい。 
■ 日本向け麺用小麦の作付けは、品質規定における蛋白質の含有率の幅が狭いために、農家にとって

リスクが高い。この数値を逃した麺用品種は APW2 や GP (general purpose—加工・飼料用) といった低

価格の格付けに回されてしまい、農家の収入を大きく損なう。多様な輸出相手がいる高蛋白品種では、

価格差が小さい格付け (APH2, H1, H2, APW1, APW2, ASW1 等々) が梯子状に存在するため、一か八か

のギャンブル性が低い。 
■ この市場環境を踏まえて、IngerGrain としては 09/10 季の麺用小麦の作付が前季の約半分程度まで落

ち込むとみている。日本政府が適切な価格プレミアムを設定しない限り、今後の安定供給は難しい。

麺用小麦の種子使用料は IngerGrain の大きな収入源であるので、この状況は我々としても是非避けた

いと思っている。 
■ 逆にこの状況下でも麺用小麦が作付けされるのは、輪作に当たっての耕作のしやすさや、繁忙期が

多品種とずれていることによる。 
■ 新制度下での輸出では、各集荷業者とも船一隻当たり 160,000–200,000 豪ドルの損失を出していると

聞いている。このような状況が続けば、麺用小麦の輸出は難しくなる。 
■ これとは別個の問題として、生産者から生産しやすいと人気のある Calingiri が、日本の製粉業者か
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ら好かれていないという問題がある。GrainPool は Calingiri 以外の麺用品種を対象にした新格付け

PNV・PNB を創設したりして生産者に動機付けを行っているが、生産の難しさがあって農家の人気は

上がっていない。 
■ この問題の解消のため、IngerGrain では Fortune を始め近い将来普及されると見られている麺用小麦

3 品種に関し、GrainPool に独占輸出権を与える決定をした。この権利の授与は、種子開発者に与えら

れている合法的な権利である。これにより AWB 制度下と同じように農家がプレミアムを享受しやす

くなることを期待している。 
■ IngerGrain としては、日本政府が SBS 方式など、生産者と顧客が直接関係を持てる取引体制を作っ

て欲しいと希望する。 
■ 西オーストラリア州の穀物取引における CBH による自然独占は当面変わらない。新しい集荷業者

が参入するためには保管施設や港湾施設の建設に 20 億豪ドルの初期費用がかかるため、参入希望者が

出てくるとは考えられない。 
 

    資料：西オーストラリア州食料農業省 

 
 
（４）ニューサウスウェールズ州第一次産業省 

New South Wales Department of Primary Industries 
Steve Thomas, Director of Rural Innovation 
Graeme Egglestone, Director of Emergencies, Weeds and Pest Animals 
David Michalk, Principal Research Scientist 
Frank McRae, Technical Specialist Cereals 
Orange, 27 January 
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図１ 日本向け麺用小麦の品種に対する相対取引価格 



 8

 
■ ここ最近、農家のメンタリティーが「農業者としてのプライド」から「商業者としての利益」の追

求へ変わってきた。例えば Liverpool Plains 地域では、格付けの高い (日本が輸入する) APH 品種や尊

敬を集めるデュラム品種ではなく、収量の見込める APW・ASW 品種を植えて収入を確保しようとす

る農家が増えている。 
■ 州内は混合農家が多く、例えば北部では肉牛放牧－小麦－肉牛放牧－小麦の輪作が中心である。こ

のため、畜産市場および飼料市場の動向が小麦作付に大きく影響する。また、北部では綿花の価格も

輪作形態に影響する。 
■ ここ 2 年の旱魃においては、20 年前の旱魃時とは異なり、牛肉価格はあまり下がらなかった。従っ

て、穀物の作付の大幅な増加は見られなかった。 
■ ただし一口に混合農家と言っても、その混合度の柔軟性に関しては大きな地域差がある。例えば州

西部の土壌では放牧用の多年草が育たないため、ほぼ一年草のみで放牧を行っている。この場合、穀

物への切り替えにサンクコストがかからないので、 (穀物が育つ降雨量があれば) 切り替えは比較的

容易である。 
■ 肉羊との混合農家においては、小麦の品質が悪い年には小麦を飼料として使ってしまう場合も多い。 
この場合、通常は放牧生産羊として販売する肉羊を飼料生産羊 (prime lambs) として販売するため、

羊生産に対する収入が増加する。即ち、複合経営においては小麦の品質と収益率が必ずしも一致しな

い。 
■ ほぼ全数の混合農家が、自前の穀物・飼料保管施設を持っている。必要な年には臨時サイロを借り

ることも容易なので、小麦の販売に関する決定を販売の直前までする必要がない農家も多い。 
■ 北部においては収穫時における雨の影響による品質の劣化が著しい傾向がある。このため、運が悪

い年には数段階の格付けを一雨で失う農家が続出する。 
■ 多目的小麦 (dual purpose wheat、成長中は放牧させ、その後収穫する) の利用が増えている。これら

は主に APW 品種で、しかも放牧しない場合に比べて収量は 2 割程度しか落ちないため、農家から重

用されている。 
■ 州内でのソフト小麦 (soft wheat、麺用小麦の属する生物学的種) の生産の大半は国内のビスケット

会社との契約生産により行われている。これらは灌漑地域における播種前契約を主流としている。 
■ 南部では、水田稲作の裏作として、または水不足の年の代替作物として、小麦・カノーラ・アルフ

ァルファが灌漑作されている。ただし、こういった生産の州全体の生産に占める割合は小さい。 
■ 州内では、デュラム小麦の生産も行われている。これは、全生産が灌漑されている。 
■ 州政府の種子開発は民営化された。このため、 (州外にビジネスチャンスがある場合等) 必ずしも

地域に合った種子が開発されるとは限らず、民営化が州内の農業者に正の影響を与えているかは分か

らない。 
■ 旱魃への対策として州政府としては家畜の緊急売却および飼料の緊急販売用の輸送費の補助を行っ

ている。理論的に見れば、市場の売却量を増加させることによって価格を下げることにもなりかねな

い政策であるが、今のところこの政策が食肉価格の下落を招いたという証拠は見当たらない。 
■ 輸送費補助が農業保護に当たるのではないかという諸外国の指摘は理解している。しかしこれは動

物愛護のための政策でもあり、専ら農業保護政策であるというのは間違っている。 
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■ 連邦政府の旱魃に関する例外規定 (exceptional circumstances) が当たり前になり、農家の中にはこれ

に依存するものも増えてしまった。例えば州内には７年間例外規定による支払いを受けた後、昨年例

外規定外になった地域があるが、彼らは通常の生活費用が支払えず、苦労している。 
■ 農家の播種前契約に対する態度は、今回の旱魃の後、著しく慎重になった。不履行金が払えず、苦

労した農家が多かったからだと思う。ただし、畜産においては旱魃時においても事前契約はしっかり

履行される傾向にあった。畜産農家の旱魃に対する適応能力は、穀物農家よりも高いと思う。 
■ 旱魃により、構造変化が少しずつ進んでいる。離農する農家の農場が不動産市場に増え、不動産価

格は低迷している。また、大規模農場を一手に引き受ける者がいない場合、それらを分割して販売す

るという GrainCorp のビジネスも進んでいる。 
■ ただし、構造変化による小麦生産への影響は無視できると考えてよい。売りに出された農家は必ず

買われ、構造変化が作付面積に影響を及ぼすことはまずあり得ない。 
■ 次の旱魃に備えるため、どのような種子を、どのような (土壌水分を保持するための) 方法で、ど

のタイミングで植えるのが戦略的に正しいのか、研究している。過去には、蛋白質含有量を最適 (多く

の場合、最大) にするためにはどのような肥料投入戦略が必要なのかも研究した。 (1950 年代と比べれ

ば灌漑年における収量が上がっているとはいえ) 究極のところ、「灌漑に強い」種子などというものは存

在せず、今のところは農業システム全体を最適化することの方が重要だ。 
 
 
（５）クイーンズランド州第一次産業省 

Agricultural Production Systems Research Unit 
(Queensland Department of Primary Industries, CSIRO, University of Queensland の 3 機関によるジョイントベ

ンチャー) 
Daniel Rodriguez, Principal Scientist 
Greg McLean, Senior Research Scientist 
Andries Potgieter, Senior Research Scientist 
Howard Cox, Senior Research Scientist 
Toowoomba, 5 February (各研究者との 1 対 1 の聞き取り)  

 
■ APSRU では、生物物理モデル (biophysical model) APSIM を制作し、農場における最適な作付方法・ 
耕作方法の導出や気候変動の影響の分析に役立てている。モデルは小麦・大麦・牧草等の輪作体系に

関して 100 年までの収量予測ができる他、水田稲作にも応用している。モデルはオープンソースであ

り、非営利目的ならば無料で利用することができる。ただし、複雑な生物物理現象を理解するには高

度の知識と技術が必要なため、「誰でも簡単に」というわけにはいかない。 
■ APSIM のような生物物理モデルは、日本のようなシングルデスクにおいて穀物輸入体制のメカニズ

ムをデザインするのに有用だと思う。なぜならば蛋白質・水分などの品質指標を向上させるるために

はどれだけの肥料投入や品質管理努力が必要であり、どれだけの天候リスク・価格リスクを受け入れ

る必要があるかを定量的にみることによって、どのような品質の財にどれだけのプレミアムを与えら

れる市場制度が望ましいかが分かるからだ。 
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■ 例えば日本の消費者の関心が高い蛋白質含有量に関して言えば、6 月に追肥をするかしないかによ

って、収穫時の期待値および確率分布は全く変わってくる。5 月の時点でこのモデルを利用すれば、

輸入者の求める蛋白質含有量の範囲を最も高い確率で実現できる追肥方法が求められるだけでなく、

旱魃年には (どのみち高格付け水準の蛋白質含有量を得られないならば) 追肥をやめることを選択し

て費用を節約することもできる。 
■ また、APSIM よりもマクロな収量予測方法として、郡 (shire) レベルの土壌水分のリモートセンシ

ングと、予測日以後の降雨量の確率分布に基づいたモデル Oz-Wheat も利用している。APSRU が毎月

発表している今季の収量予想 (中間値および区間値) はこのモデルによるものである。ちなみに、

ABARE の収量予測も土壌水分計測に基づいたものである。 
■ 気候変動への対策を練ることも APSRU の重要な任務である。例えば、気温上昇に関するシナリオ

毎に現品種での 2050 年の小麦収量を予測したり、 (開花までに必要な累積温度を達成する日数から) 
収穫日を予測したりしている。これを基に、東海岸、特にクイーンズランド州の小麦に必要とされる

生物物理特性を特定し、種子開発に役立てている。 
■ この予測によれば、炭酸ガス排出が高水準で続いた場合、2050 年には東海岸、特にクイーンズラン

ドの南部と中部においては多くの郡で収量が 10%以上減少するのに対し、人口の少ない西オーストラ

リア州においては収量は概ね変わらないだけでなく、 (温室効果によって) 増加する郡もある。 
■ 南部での降雨量の減少が起きたときのために、亜熱帯・熱帯地域で耕作できる小麦品種の開発も行

っている。ここでも、高温多湿な環境で小麦に必要な生物物理特性を APSIM 上で探した上で、その

ような品種を開発するための圃場実験を行っている。 
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図２ CO２高排出が続いた場合の 2050 年における小麦収量 

 
    資料：Potgieter et al (2008) 

 
           図３ 小麦における追肥方法と蛋白質含有量  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：www.yieldprophet.com.au 
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（６）AWB (大手集荷業者) 
AWB 
Stuart Richardson, Head of Australia Trading 
Melbourne, 16 January 

 
■ 業務内容については資料を参考のこと。 
■ 小麦の保管者としての小麦の取引は、ほぼ全て電子化して行っている。農家が小麦を国内に 22 ある

サイロに持ち込んだ時点でグレード検査をし、その結果を数量ともに記したレシートを発行する。農

家は、それらを売却したくなった時点でインターネット上で申込をし、AWB または他の仲買人に売

却する。 
■ 従来は、サイロに持ち込んだ段階でボードを見て現物を売って行く農家も多かったのだが、仲買人

間の競争が激しくなり、また市場が複雑化したことで、最近は一旦家に帰ってから売り先をよく考え

る農家が増えた。21 日 (または 30 日) 間は保管料が無料なので、その間を使って売却先を考える農家

が多い。 
■ 経営判断に必要な情報が格段に多くなったために、ブローカーを使って取引先を決める農家、また

経営コンサルタントを雇う農家も多くなった。 
■ AWB Harvest Finance はプール事業を、AWB Australia は非プール事業を行っており、双方が別々に

WEA の輸出認可を受けている。 
■ プール事業においては、AWB が「全てのリスクを負う」。小麦の価格は、収穫後の 3 月からの 5 四

半期に分けて農家に払う。前借りをする農家は fob の 7 割程度までに借入ができ、その原本と利子は

支払いから差し引かれる。 
■ 品種と年によっては、プールを「閉じて」それ以上小麦を引き受けないようにすることがある。例

えば PH 群には最近、第 2 プールが開かれ、第１プールに小麦を売った農家がこれ以上価格下落の影

響を受けないようにした。 
■ 全国的に、サイロの収容能力は収穫に比べて圧倒的に大きい。つまり、どの仲買人も常に買付を増

やしたいと考えている。 
■ 農家が自分でマーケティングをするという考えには賛成しないし、農家は WEA の認可なく輸出を

可能にするべきだという議論にも賛成しない。彼らには必要な経営技術がなく、また買入先にとって

も量・質の信頼がおけない危険な取引となる。ただし、バラ小麦の輸出規制緩和以前から自由化され

ていたコンテナ輸出による、例えば少量のデュラム小麦の輸出のようなものは、農家が自身でするこ

ともできるかもしれない。自前の保管施設を持つ農家は増えている。 
■ 現行の日本の ASW 輸入規格は厳しすぎ、輸出は大変な困難を伴う。農薬残留基準を超える等食品

衛生上問題があるとされた麦類を買い入れないというルールも生産のリスクを高めるものであり、魅

力がない。また、自由化によって価格が低くなったことで、農家にはヌードル種を作付する動機がな

くなった。今後、日本が輸入量を確保するのは大変だ。 
■ 典型的な農家は、4-5 月の播種後、6-7 月に予想収穫量の 30%程度、9-10 月にさらに 30%程度の事前

契約をする。この契約は数量と港における基準品質での価格 (基準品質の合計価格のうち、季節変動

しない部分) を明示するが、引き渡し品質に関しては農家自由としている。農家の実際の受け取り価
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格は受け渡し時期と品質によって上下する。 
■ 複数の仲買と事前契約を結ぶ農家も存在する。この場合、一般的にはどこかの会社のサイロに全数

を持ち込み、電子取引で他社に売却する。 (＊競争という観点から見ると bulk handling はサイロ事業

と仲買業の抱合せ販売であり、これが社会全体として効率的かどうかはわからない)  
■ 2008/09 期は収穫量は多かった反面コストが高く、また、NSW州北部とWA州で収穫期に雨があり、

品質もよくない。旱魃の後も、農家はまだ苦しんでいる。 
■ 規制緩和以降の AWB の経営について、成績不良を報じるメディアの報道は全く正しくない。AWB
は、低品質の小麦を叩き売りをする業者とは全く別の市場におり、我々は我々の顧客に必要な量・質

の小麦を届けることをこれからも続けていく。 
 
 
（７）Grain Pool (大手集荷業者) 
Josh Roberts, Senior Trading Manager 
Peter Elliott, Business Development Manager 
Narelle Kruger, Wheat Quality and Technical Manager 
農業者 5 名 
Owen Cocking, Jaden Cocking, John Isbister, David Isbister, Don de Lacy 
西オーストラリア州 Moora 近郊の農家, 22 January 
 
■ 近年の麺用小麦の価格の落ち込みによって、作付量は急激に減っている。08/09 季から 09/10 季にか

けての小麦作付に占める麺用小麦の割合は 50%→33% (Cocking) 、60%→30% (Isbister) 、90%→20% (de 
Lacy, 事前値は 07/08 季) と大幅に落ち込む見込みである。 

■  (de Lacy) Merredin 地区の農場における降雨量は約 300mm であり、このような少雨地域では麺用小

麦の ANW1 格付けに必要な蛋白質含有率 (9.5%–11.5%) を上に外れてしまうことが多い。蛋白質の許

容範囲が少しでも広くなれば (例えば上限が 12%になれば) 、作付のリスクは随分と減り、作付量は

増えると思う。これは、Merredin 地区の大多数の農業者の一致した意見である。 
■ 輪作の一環でルーピンを生産している圃場においては、蛋白質含有量の調整がより困難になる。こ

の場合、ANW1 格付けの達成はとても難しい。 
■ 東海岸のプライムハードの日本への輸入が米国産小麦に取って代わられつつあることを目の当たり

にし、二の舞を避けたいという意思は全関係者に共通している。後は適切な価格プレミアムが払われ

る市場制度を作ることが大切だ。 
■ Calingiri は多品種より耕作期間が長いため、農繁期がずれるという大きな魅力がある。病害にも比

較的強く、作物学的には非常に耕作しやすい。同一条件の下ならば反収も 1 割程度高く、生産費用は

高蛋白種と変わらない。経済的動機さえあれば、多くの生産者が麺用小麦に戻ってくる。 
■ よい土壌の上では高蛋白種を栽培したいため、農場の中でも土が肥沃でないところに麺用小麦を植

え付けることが多い。輪作体系は様々だが、小麦の連作をすることもしばしばあり、この場合、麺用

小麦は常に土が弱いところに植えられる。 
■ ANW 品種に対高蛋白品種プレミアムがついていたと言っても、AWB のプール運営に当たって高蛋
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白種の収益が麺用種の価格を「補助」していた可能性もある。どれほどが実際に輸入者から払われて

いたプレミアムであったのかは、正確には誰にも分からない。 
■ ANW1 格付けの小麦の需要は日本向け麺用小麦 50 万トン (全量) と韓国向け麺用小麦 30 万トンの

う ANW2 格付けの日本向け品種を流用することもある。 
■ ここしばらくの西オーストラリア州の麺用小麦生産量は 1.3–1.6 百万トンの間で推移していた。作付

が半数になれば、日本と韓国の需要の合計に追いつかず、日本への安定供給は難しくなる。 
■ PNV・PNB 品種の価格プレミアムは、生産者の非 Calingiri 品種の生産を拡大している。ただし、ま

だ CBH の保管施設の一部しかこれらの品種を受け入れていないため、これらの保管施設から遠い農

家にとっては輸送コストの方が同品種の対 Calingiri (対 ANW1) プレミアムよりも高いため、生産が進

んでいない。 
■ Calingiri が日本の製粉業者に好まれていないという風評が立ったことによって、日本はもうCalingiri
を一切買わないという誤解をしている農家もたくさんいる。この誤解を解かないと、麺用小麦の生産

は一層縮小してしまうと思われる。 
■  (冗談気味に) $400/t の播種前契約があれば、麺用小麦の生産は確保されるだろう。 (真剣に) 麺用

小麦生産に関するリスクを補償するためには、対 APW1 格付けで $40–50 程度のプレミアムがつかな

いと生産の動機づけが難しい。 
■ 消費者の求める品質 (蛋白質含有量) の製品以外は買ってもらえないという法則は当然理解してい

る。だが同時に、「高い品質」の小麦を作る生産者が報酬を得るシステムがあればと思う。例えば、日

本政府が品質に応じた複数の「ASW」の輸入カテゴリーを設けてくれればと希望する。現在の指名競

争入札制度は品質の差異を十分に価格に反映させていないと思う。 
■  (GrainPool) 入札制度の下では自分たちの集荷した麺用小麦がいつ売れるかが全く分からない。こ

のため、集荷業者としては現金取引ではなくプール取引をすることによって、保管や価格変動のリス

クを農家に持たせる戦略が必要になる。従って、麺用小麦の集荷市場においては現金価格がプール価

格より極めて低いという現象が生じる。現金価格を見て市場を判断するタイプの農家には、これが麺

用小麦の需要がないという誤った市場シグナルを送ってしまっている。 
■ 仮に 1.5 百万トンの麺用小麦生産が高蛋白小麦生産にシフトしたとしても、高蛋白小麦の市場は世

界規模で動いているためその国内価格には全く影響が無い。 
 

 
（８）Grain Corp (大手集荷業者) 

David Ginns, Director Investor Relations and Corporate Affairs 
Sydney, 28 January 

 
■ Grain Corp の収益の 3 分の 2 は保管・輸送サービス、15%は港のターミナルサービス、残りの 15%
が穀物取引によるものである。従って、会社としては新制度の下で小麦の買い取り量を追及するより

も、最終的に農家が誰に小麦を売るにせよ、保管施設・港湾施設を使ってもらうということの方が圧

倒的に大切である。特に、 (港湾施設を使う) 輸出の取扱量を増やすことは高い収益につながる。 
■ 旱魃の影響は非常に大きかった。12 月 22 日にシドニー港から出航した船まで 2 年間小麦の輸出が
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なかったという事実が、影響の大きさを示していると思う。 
■ 2008/09 季は、東海岸北部においては良好な収穫ができた。北部 NSW 州、南部クイーンズランド州

では、高蛋白・高品質な小麦が収穫できた。 
■ 南部は不作であり、土壌水分の低さから播種 ($120–140/ha) すらしない農家もいた。Geelong などビ

クトリア州の港からはこれから 1 年間出航がないのではないかと予想している。 
■ 東海岸の中部 (熱帯地域と南部を除いた地域) では作物学上は二期作ができるが、その決定は土壌

水分と農家の資金の流動性によって規定されている。小麦は直播することによって 20mm の降水量に

相当する土壌水分を節約することができるのだが、オーストラリア全体で 6 割の農家しかこの技術を

取り入れていない。穀物調査開発機構 (GRDC) と農業資源経済局 (ABARE) は、この率を 10 割に上

げることによって 10 百万トンの穀物増産ができ、収量の年度差も著しく減り、さらには (耕起に使う

軽油の節約によって) 農家の収入も上がると推計している。輸入国への安定供給のためにも、この技

術が早く普及するように運動していきたい。 
■ Grain Corp では、クイーンズランド州・NSW 州・ビクトリア州の穀物 (年間約 18 百万トン、うち

輸出は 4 割) の 55% (9.5 百万トン) の保管・輸送を取り扱っている。3 州には 20 百万トンの Grain Corp
が持つ保管施設、5 百万トンの他集荷業者 (AWB 等) の持つ保管施設、10 百万トンの農家自前の保管

施設がある。 
■ 東海岸では農家自前の保管施設が多いため、旱魃年には (収量が低いため、あるいは混合農家にお

いては家畜への飼料にする可能性を踏まえ) 集荷業者の保管施設を必要としない農家が多い。その結

果、Grain Corp の取扱高は著しく減ることになる。農家にサイロの少ない西海岸では、同じような現

象は起きにくい。 
■ オーストラリアでは (ロシア等とは違い) 旱魃が起きても穀物輸出を制限する制度は発動されない。

しかし、国内市場が緊縮し、国内価格が上昇することによって、輸出量は減ることになる。輸出市場

においては輸出財は輸出国から輸入国までの輸送費 (日本までは $80/t、オーストラリア国内市場へは

平均 $20/t) を含んだ価格で輸入国の国内財と競争しなければならず、それを含むと旱魃年にはオース

トラリア国内で売ってしまった方が有利だという状況が起きやすくなる。 
■ 新制度になったことにより農業者が作付け体系を変えたということは一切ないと思う。 
■ 新制度によって東海岸では仲買業者間の競争は激しくなった。 (旱魃を理由とする) 農家の借金の

増加と相まって、現金取引の人気が増している。一方、西海岸では依然としてプール取引が人気であ

り、どのプールも CBH のプール (取扱高 4–5 百万トン) 価格をベンチマークにして動いている。 
■ 旧制度であれ新制度であれ、高蛋白品種においてオーストラリアがプライステイカーであることは

変わらない。また、シカゴ市場はヘッジファンドの行動によって動かされている部分が大きいため読

みにくい。輸出価格をこちらの意思で変動させる余地はほとんどない。 
■ 日本の輸入制度は顧客毎の品質調整ができない仕組みになっていて、取引が難しい。カスタマイゼ

ーションができる仕組みを作ってもらえればと思う。 
■ NSW 州南部とビクトリア州ではソフト小麦の生産がある。麺用小麦として利用できるかどうか検

討の余地がある。 
■ NSW 州北部と、南オーストラリア州・西オーストラリア州の一部においては、デュラム小麦の生

産が活発になっている。現在の生産は 600,000 トンであるが、品質的にはイタリアからバルク受注が
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入るほどの水準にあるので、これを (非耕作地の有効利用により) 1.2 百万トン程度まで拡大できるの

ではないかと期待している。ただしデュラムは他品種と比べて生産にかかる可変費用が 2 割程度高い

ため、旱魃に対するリスクが大きく、生産者への動機づけが必要となる。 
■ Grain Corp の保管施設ではでは業界団体 (NACMA) の指針に基づいた集荷分類 (segregation) しか

行っておらず、各輸入国の指定する品質への調製は港のターミナルで行っている。GrainCorp 自体に 
(保管・輸送の委託のみではなく) 販売される小麦に関しては、水分・灰分・蛋白質含有量に応じたボ

ーナスが支払われるが、これは格付け全体の平均品質を上げるためのマーケティング手法であり、そ

れらの値が異なる小麦を別々に保管・輸送しているということではない。 
 
 
（９）Cargill Australia (穀物取引商社) 

Cargill Australia 
Robert Green, General Manager, Commercial Grain & Oilseed Supply Australia 
Melbourne, 16 January 
 
■ 輸入自由化後、最初の船は 12 月下旬に出発した。その大半は WA 州からであり、行き先は中東お

よび東南アジアである。 
■ 輸出向け小麦のサプライチェーンは農家－卸売業者 (bulk handler) の持つ保管施設－輸送業者－港

湾施設－船の順。このうち、保管施設から港湾施設までは州毎に寡占状態にあり、とりわけ GrainCorp 
(NSW 州・Vic 州) 、ABB (SA 州) 、CBH (WA 州) が各地の施設の大半を所有している。ただし、WEA
による輸出認可を受けるためには、これらの所有者は施設を他社に開放しなければならないという規

制があるため、これらの施設におけるサービスは他社も買うことができる。 
■ 90 年代、将来の規制緩和を見込んで NSW 州の 3 箇所に保管施設を建設した。今のところ、これら

がカーギルの持つ唯一の大型施設である。 
■ 自前の施設をほとんど持たないカーギルは取引業者 (trader) としてのビジネスのみを行っており、

農家から買った小麦を寡占企業の保管施設に入庫し、そこから港湾施設までの輸送も委託した上で輸

出活動を行っている。 
■ 国内での小麦取引は、フィードロットや傘下の製粉業者 (Allied Mill、グレインコープとのジョイン

トベンチャー) 向けを中心に、WEA 以前規制緩和以前からも行っていたため、農家からの買付には慣

れているし、システムも理解している。営業担当 (field team) が全州にまたがって 40 名いて、農家か

ら様々な農産物の買付をしている。 
■ 中東の市場は大きいため、日本や東南アジア向けと比べて大きい船舶を使用している。日本向けと

異なり、特別なブレンドが必要ないので、参入は比較的容易である。 
■ 今季は小麦の価格が低迷しているため、価格動向を見ながら小麦を持ち続けている農家が多い。卸

売業者により多くの保管料を払ってでも、価格が上がるまで待とうという考えが浸透している。カー

ギルは彼らが売りたくなった時点で、買付を試みることになる。 
■ 農家には、1 社の仲買業者に全てを任せる農家と、その都度一番いい条件の仲買業者を探す農家が

いる。後者を巡る仲買業者間の競争は激しく、値段も頻繁に上下する。 
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■ カーギルはプール制度をとっていない。隠れた費用や不確実性のないこの方針が、多くの農家に支

持されている。 
■ 小麦の売買契約は、播種前にごくわずか、播種後数ヶ月で総収穫量の 3 割程度締結し、その後、現

物取引を行う。2 回の旱魃の際は、契約後の 9 月に雨が降らず、多くの農家が契約履行に苦労した。

この反省から、よほど価格がよくない限り収穫前契約に慎重な農家が増えた。 
■ 日本向けASWの高蛋白品種と低蛋白品種のブレンドは、AWBの下請けとして行ったことがあるが、

レシピは AWB から渡されたため、自ら調整はしていない。新しいシステムでは港湾施設において自

社でブレンドをすることになる。この際は、日本法人が日本の製粉業者から得た情報と、AWB 出身

のコンサルタントの助言を基に実施する。 
■ SBS の方が一般貿易よりも実需者の希望に合わせた商品を作りやすく、日本向けの輸出量は確保さ

れやすいと思う。一般貿易では誰が最終的に製粉するかが分からないため、日本政府の用意する基準

値を参考にするしかない。 
■ 日本市場は付加価値の高い重要な市場である。最初はブレンドなどで紆余曲折があるかもしれない

が、中期的には AWB 時代のような安定的な貿易に収束していくだろう。その前に挫折する企業もあ

るかも知れないが、カーギルは ASW 市場に参入しようと思っている。日本法人も、我々が輸出を早

く実現してほしいと強く希望している。 
■ AWB が多くの小麦を買い付けている現段階においては、港での FOB 取引で AWB から小麦を買っ

た上で輸出することも行っている。ブレンド比率に合わせて原料を調達すること自体には追加的なコ

ストはあまりかからず、ブレンド技術さえ確立してしまえば、日本向け輸出に障害はない。 
■ 1998 年まではFOB取引は一般的だったが、その後 2003年までは日本市場向けを除き、AWBがFOB
取引を行わなくなった。FOB 取引には、例えばイランやイラク、インドネシアなどに市場をもたない

卸売業者が市場をもつ輸出業者に小麦を売れるなどの利点がある。今後は各社の輸出戦略に合わせて、

港での売買もより多く行われるようになるだろう。 
■ 日本との小麦貿易は日本法人との一元的取引を行うことになる。他の輸入許可業者との売買を行う

予定はない。 
■ 農家からの小麦の奪い合いは今後よりさかんになると考える。カーギルでは、既に重要地域である 

WA 州の営業人員を 3 人増やし、今後、さらに増やすこともあるかもしれない。 
■ 輸出許可を受けた会社の中には、まだ自前の営業人員を持たないところもあり、農家から直接買付

ができない彼らは、主として FOB 取引にて輸出商品を調達している。中期的には、ほぼ全社が営業担

当を雇うことになると思う。 
■ 連邦政府の政権交代の影響は、現在のところ実感していない。 
■ 日本の輸入制度は、もう少し自由化して欲しい。実需者との協力体制が作りやすい制度の構築は、

品質を保つことにも繋がると思う。 
■ WEA 主導の新制度は、よく機能していると思う。ただ、卸売業者の所有する港湾施設を利用する 
めの発着枠を、繁忙期である収穫時期は船の到着日が予想できない間に買わなければいけないのが難

しい。今後、他社との発着枠の再売買など、より効率的な方法を検討したい。 
■ 2 回の旱魃は、農家の事前契約に対する態度の他、農業地帯の小規模な仲買人を駆逐したという点

で仲買の産業構造を多少変化させた。 
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（１０）Grain Growers Association（全国穀物生産者連盟） 
Grain Growers Association 
Peter Flottmann, CEO 
Sydney, 29 January 

 
■ GGA は 17,000 名の会員数を持つ全国の穀物農業者の連盟であり、国全体の穀物農家の約 50%をカ

バーする。歴史上の理由により会員率は東海岸の方が圧倒的に高い。 
■ 小麦の種子販売組合、GrainCorp の株主としての過去を経て、現在の形態に至った。現在でも

GrainCorp の株式の 13.5%を持つが、これは「投資家としての保有」であり、取締役会の座席も持たな

い非営利・独立系の連盟である。会員への助言に当たって、GrainCorp との取引への偏りは一切ない。 
■ 傘下に営利目的の研究会社 BRI を持つ。ここでは GGA の委託する産業内情報 (industry “goods”) 
提供事業の他に、輸入者等一般顧客からの依頼を受けて穀物検査サービス等を行っている。また、

GRDC から委託を受けて、穀物の格付けデータベースの運営を行っている。 
■ GGA 自身には GrainCorp 上場によって得た約 150 百万ドルの資本があり、この運用によって得られ

る 5-6 百万ドルを年間の運営費用に当てる「財団型」の連盟である。ただし、情報の販売による収益

等、それ以外の収入源も確保できるビジネスモデルが確立できるようにモデルチェンジを行っている。 
■ GGA 自身は穀物取引は一切行わない。中立的な市場情報を提供することを最大の任務の 1 つとして

いる。 
■ 旱魃の影響で、NSW 州北部・クイーンズランド州南部および中部では (夏作の) ソルガムの生産が

増加するという構造変化が起こっている。ただし、この夏作によって (旱魃が終わった後の) 小麦の

収量に影響が出ることはない。 
■ キャンベラの研究会社 Agricon によるリモートセンシングを使った研究によれば、農家の肥料投入

量に関する決定は極めて正確に土壌水分によって説明できる。つまり (肥料投入量と強い相関関係に

ある) 小麦の蛋白質含有率はその農業季初頭の土壌水分によって間接的に決まると言える。 
■ 西オーストラリア州は地中海性気候であり、降雨量は全体に少ないが、ほぼ毎年同じ時期に降るた

め、農業計画は立てやすい。今後も収量の変動は少ないと考えてよい。 
■ 旱魃によって、国内の中小仲買業者の多くが市場を追われた。再編成された仲買業界は 1 社当たり

の規模が大きくなっている。 
■ 新制度の下では、以前より現金取引が多くなった。プール取引は言わば農家によるマーケティング

事業のアウトソーシングであるが、最近はそれをやめ、自分で選択肢を比べて販路を選択する農家が

増えている。ただし国内市場のない西海岸においては、 (依然プール主体の) 異なったマーケティン

グ市場の構造が見られる。 
■ 制度変更は、小麦生産には影響を与えないだろう。小麦から他財へのシフトも、その逆も起こらな

いだろう。 
■ 新制度下での各輸出企業の取引単位は、AWB の取引単位よりも格段に小さくなる。よって、輸出

価格の (輸送費勘案後の) 国際価格からの乖離度が一段と小さくなることが予想される。 
■ WEA は 3 年程度で解散し、小麦の貿易は完全に自由化されると思う。彼らの存在意義はほとんど

ない。 



 19

■ 旱魃年には、東海岸と西海岸との間のスワップ取引がよく行われる。 
■ ここ 2 年は、コンテナの方がバルクより 1 トン当たりの輸出価格が安いという現象が見られた。理

由は定かではないが、ヘッジファンドによる先物取引が市場を動かしている以上、規模の経済が働か

ない等、一見不思議な事象は当然起こりうる。トレーダーと農家が (お互いの競争相手となって) 同
時に穀物を売ろうとするために価格が下がるということも起こっている。投機者の存在を無視し、現

物に対する需給だけでオーストラリアの小麦市場を見ようとするのはナイーブだ。 
■ GGA と傘下の BRI は、NACMA の委託を受けて小麦の格付けを改定する仕事を受け持っている。

輸出市場の品質に対する要求に応じて格付けを変えていくつもりなので、実需者の希望はいつでも聞

きたい。 
■ ABS とABARE による統計は、発表が遅く、しかも (特定企業の行動が明らかにあるのを防ぐため) 
非公開の部分が多く、全く市場の役に立っていない。知り合いのトレーダーの中で、彼らの統計を穀

物取引の参考にしている人は 1 人もいない。 
■ AWB の旧国家プールにおいては、AWB が年間 20 百万ドルを費用として徴収して農家から「搾取」

していたと推定している。新制度の下でこのようなことがないよう、情報の提供活動を充実させてい

きたい。 
■ 全米小麦連盟 (USWA) と違って政府による情報収集者としての任命はないが、彼らと同じような

ビジネスモデルを目指していきたい。National Crop Report の発行を通してその年の小麦の品質、ひい

ては格付け毎の収穫予想を伝えたり、有償の仲買価格比較サービスを提供したりして、農家が作付や

マーケティングにおいて正しい判断ができるよう努めたい。 
■ 新制度により日本への輸入価格が下がるのではないかという意見を聞いたが、必ずしもそうは思わ

ない。輸出会社が輸出において AWB のような売手独占価格で販売できなくなるのは事実だが、農家

からの買い付けにおいても AWB のような買手独占価格を提示できなくなる。どちらの効果が大きい

かは、市場を見てみないとわからない。 
■ 1992 年の改革で見たように、農業に関して労働党は規制緩和を好む傾向にある。今回の小麦輸出の

ような規制緩和が他分野でも進む可能性は十分ある。 
 
 
 （１１）Western Australian Farmers Federation（西オーストラリア州農業者連盟） 

Western Australian Farmers Federation 
Mike Norton, President 
Andy McMillan, CEO 
Perth, 20 January 

 
■ WAFARMERS は西オーストラリア州の農業者ロビー団体であり、4,000 人の会員、2,500 の農業経営

が加盟する。その大多数は穀物農家および混合農家である。 
■ 今後 2 ヶ月程度の間に、AgriCorp は 22 隻、AWB は 6 隻の船により西オーストラリア州から小麦を

出荷する。各社とも、集荷にしのぎを削っている。 
■ 西オーストラリア州の農家の平均面積は、1,000 エーカーから 80,000 エーカー前後。伝統的には
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5,000-20,000 エーカーの半々の混合農家が多かったが、旱魃、羊毛価格の下落、人件費の高騰などに

より、穀物専業に転じる農家が増えた。ただし、最近は混合農業を再開する農家が少しずつ出始めて

いる。 
■ 畜産に比べ、穀物栽培は投入価格の観点から見たリスクが高い。栽培後期に入っての雨不足は、畜

産に比べ圧倒的に多くの損失を生じる。 
■ 典型的な輪作体系は大麦－小麦、カノーラ－小麦、小麦－小麦であるが、クローバーを挟んで窒素

固定をする農家も多い。年一作が標準であり、小麦の夏作は行われていない。 
■ 西オーストラリア州の農家は他州に比べて規模が大きいため、最新の技術を投入した際の投資効果

が高い。よって、労働生産性は比較的高い。 
■ 西オーストラリア州においては、「ほとんどの」農家がシングルデスク体制を支持していた。国内市

場が小さいために非 AWB 系の集荷業者はほとんど存在せず、国家プールによる「安定した」経営が

行われていた。AWB 自らの不注意によりこの体制が崩れてしまったことは残念だが、今後は制度の

変化に対応していかなければならない。 
■ たくさんの販売チャンネルができたことで、農家に選択が増えた。経営コンサルタントに経営判断

を委託する農家もいるが、無能なコンサルタントのせいで不要な損失を出したり、破産したりする農

家もいる。また、コンサルタントの中には、特定の集荷業者と結びついている者もいる。WAFARMERS
では、業者から独立した独自の経営セミナーを開くことで、農家に様々な経営判断に関わるリスクを

理解してもらうように試みている。 
■ AWB 体制下では CBH はインフラ提供、AWB は買付とプール管理と役割が明確だったが、今は両

者は競争関係になった。ただし、CBH と子会社 AgriCorp、GraiPool との間の独立関係は競争消費者委

員会 (ACCC) および WEA が監視しており、CBH のインフラ提供業務に関しては相当水準の公平性

が保たれていると思う。 
■ WAFARMERS は電子的な小麦取引システム GrainExpress を支持している。 
■ 国家プールの崩壊後、WAFARMERS は集荷業者 Emerald に委託して自らの小麦プールを開いた。実

際の運営は Emerald のプールマネージャーに任せているが、プール経営会議に参加することなどで得

る市場に関する知識や情報は貴重だ。また、この小麦プールに品質プレミアムを盛り込んだことによ

って、AWB 時代に支払われていたプレミアムを他社が排除し、高品質分のレントを独り占めしよう

としていた動きを抑制することができた。 
■ Emerald はビクトリア州や南オーストラリア州の (州規模ではなく) 地区農業者連盟とも同じよう

なプールを共同運営している。AWB や AgriCorp と異なり、農民を「下に見る」ようなメンタリティ

がないため、多くの農家に好かれている。 
■ ヌードル種小麦は、価格プレミアムの下落により魅力がなくなった。特に、収量で他品種に劣らな

い Calingiri が日本の消費者に敬遠されていることが、農家のヌードル種の作付に対する動機を失わせ

ている。西オーストラリア州から日本へのヌードル種の貿易体制を抜本的に見直さない限り、農家の

作付が増えることはないと思われる。 
■ 日本向けヌードル種は他に市場がないため、買付されなかったときのリスクが大きすぎる。AWB
時代には、日本向けに売れなかったヌードル種を他種に「混ぜ」ながらも高グレードを取ることがで

きたが、AWB に比べて小さい現在の集荷業者は品質管理により慎重になっており、このような取り
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扱いは難しい。加えて、日本での品質テストに合格しなかったときのリスクもあり、これら全てを補

って余りあるプレミアムが付かない今、ヌードル種の作付は難しい。 
■ 日本がヌードル種の輸入を確保したければ、 (1) GraiPool 等集荷業者との直接契約をすること、 (2) 
現在点在してるヌードル種の生産地を 1 ヶ所に集中させ、生産管理や集荷管理をしやすくすることが

大事だと思う。また、牛肉の輸入に準じた長期的な生産契約を結ぶことが必要だ。オーストラリアに

おいて、日本との契約は信頼されやすい傾向にあるので、後は魅力的なパッケージを出せるかどうか

が勝負だ。 
■ シングルデスク体制の廃止は、全体的に言えば小麦の品質の向上につながっている。集荷業者が品

質管理に神経質であるので、農家も追随して品質管理を行っている。 
■ 体制変化が州全体の小麦生産量に及ぼす影響はない。また、今年始まる遺伝子組み換えカノーラの

生産が小麦生産量や小麦の品質に及ぼす影響もない。 
■ ここ数十年の連邦政府の旱魃対策は、全て東海岸を念頭に作られたものであり、農家の平均所有資

本の高い西オーストラリア州ではほとんど要件を満たす農家がない。WAFARMERS では、「よい農家」

は 1 年間の旱魃には自ら対処できるべきだと考えるが、数年続く旱魃にも耐えうる資本力は農家には

蓄えられない。ただし、鉱業との兼業や、他就業機会のある都市部における家の購入など、自分なり

の対策を考えて実行している農家はたくさんある。 
 
 
（１２）Victorian Farmers Federation（ビクトリア州農業者連盟） 

Victorian Farmers Federation 
Darryl Harrison, Senior Policy Advisor 
Melbourne, 19 January 

  
■ VFF の穀物グループは、品目別 8 部門 (乳製品、家畜、穀物、果物、鶏肉、園芸、豚、鶏卵) のう

ちの１つであり、ビクトリア州の穀物農家の約 7 割を会員にもつ農業者団体であり、農業政策に関す

るロビー活動と有料会員に対する有償・無償のサービス事業の 2 つを主要な活動とする。会員数の増

加を図るため、ただ乗りのインセンティブとならない後者の活動を充実させようと努力している。 
■ ビクトリア州の穀物農家の平均年齢は約 55 歳、農家の平均資産総額 (つまり参入費用) は約 5 百万

ドルである。農業で生活するためには、1700-1800 ha の農地が必要である。 
■ 「豊作」の定義は気候変動により過去 5 年間で大幅に変わった。現在は豊作年において州全体の穀

物収穫量は約 5 百万トン、小麦収穫量は 2.5-3 百万トンである。小麦は、このうち 1.5-2 百万トンを輸

出している。 
■ 2007/08 季はコンテナ輸出を試みる業者が多かった。これは、不作とシングルデスク制度廃止後の

輸出市場の観察という 2 つの理由が相まった結果と考えられる。 
■ VFF は AWB によるものであれ他団体によるものであれ、農家への支払いの安定という観点からシ

ングルデスク体制の維持を主張してきたが、労働党政権への交代によりその希望は叶わなかった。こ

れを受けて、現在は競争に基づく公平な取引体制を実現することを目的にしている。シングルデスク

でないならば、競争は多ければ多いほどいいと考えている。 
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■ 国内向けの小麦のみを扱う仲買人に対して、また WEA の認可を受けた輸出業者の中でも小規模な

会社に対しては、農家は支払いに対する不安を抱えている。一般的に 30 日間の支払期限内に代金が振

り込まれるかという不安を解消するため、価格が低くても信用力の高い仲買人に小麦を販売する例が

多い。 
■ AWB によるシングルデスク体制下においては、国家プール (national pool) への小麦の販売が中心を

なし、ビクトリア州全体で少なくとも半数の小麦が、また多くの農家においては全収穫が、このプー

ルへ販売されていた。AWB は、プール全体の利潤が最大化されるように、小麦を輸出市場と国内市

場で販売していた。農家からの買付と実需者への販売の時期がずれていたため、農家への代金の支払

いは 14 か月をかけて行っていた。このため、早急に現金が必要な農家は、プール権を担保に銀行から

借金をしたり、 (支払い期間の短い) 別の仲買人への販売をしたりしていた。 
■ 新制度下においても、プール販売と現金販売の双方が行われていることに変わりはないが、農家の

販売オプションは格段に多くなった。国家プールが廃止された昨年以降、様々なプール商品や現金に

よる取引形態が登場している。 
■ ただし、例えばビクトリア州の北西部等の辺鄙な地域においては、販売先が 1 社しかないという、

全く競争原理の働いていない状況も存在する。国家プールという保障価格のなくなった現在、このよ

うな地域の農家が搾取されないための監視を行うことは、VFF の重要な役割である。 
■ 旧制度下においては、大まかな品種カテゴリーに加え、化学的な品質検査 (たんぱく含有量、フォ

ーリングナンバー等) の結果に基づいた品質支払い (quality payment) が行われていた。新制度下でこ

れを行っているのは AWB や ABB、CBH など数社に過ぎず、農家は適切な肥料投入などへの誘因を失

っている。 
■ 新体制化において、プール商品は一種の投資商品としての側面を増している。例えば、国際価格の

下落に伴って「閉じられる」プールが数多く存在することなどは、農家の市場における選択を格段に

複雑化している。 
■ 農家、特に年配の農家にとって、このような市場の変化に対応することは困難である。VFF では農

家に対し、 (1) 連邦政府の委託により VFF が行っている経営授業を受講し、知識を増やすこと、また

は (2) 経営のプロ、例えば農業コンサルタントの助言を得ることを推奨している。後者の価格は万別

だが、最低は約 600 ドルである。 
■ VFF ではまた、2008 年 11 月より会員を対象にした有償の代理取引サービス (brokerage service) を開

始した。ここでは、市場情報の一括販売 (one stop shopping) および、手数料による代理販売の双方を

行っている。１年目ということでまだ参加者は少ないが、将来的に農家の情報不足を防ぐこと、VFF
の経営の安定化を図ることの両面で重要な事業になると考えている。 

■ VFF の代理取引サービスは、家畜業者等、穀物の買い手の多くも VFF 会員であるということによる

規模の経済の利点がある。もちろん、穀物会員の利益追求という観点から、VFF 会員以外の買い手に

関する情報も遍く提供している。 
■ 2008 年 10 月、民間会社運営による電子小麦取引システム “CLEAR” が始まり、農家は自宅から、

卸売業者の倉庫に保管してある小麦を競売によって販売することが可能になった。支払い期限が 7 日

間と短いことや、支払い完了まで所有権が移転しないことは農家にとって大きな利点である。ただし、

現在のところ卸売業者は取引に参加していないように見受けられている。これは、買付価格の透明化
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を避けたい卸売業者が、“CLEAR” の撤退を促す動きであると一部ではとられている。 
■ 先週 (1/12 週) 連邦政府が、輸出業者を対象に 3 年間で総額 600 千ドルの小麦輸出市場調査補助金

を交付すると発表した。政府はシングルデスク制度の廃止が輸出市場における品質低下や輸出量の不

安定化への懸念を招いていることを理解しており、この問題を解決しようとしている。 
■ 新制度は、大枠ではうまく機能していると考えている。VFF 会員の中にはシングルデスク廃止につ

いてまだ不満をこぼす者もいるが、多くの販売チャンネルができたことに関して喜び、興奮している

者も多い。多くの農家はニッチ市場の開拓に大きな意欲を見せている。最大の問題は、選択肢が増え

たことによる、情報収集の難しさである。 
■ 新制度下で農家が現物商品ではなくプール商品を選択するためには、 (2 社が支払いに関して同じ

信用力を持つならば、あるいは同一の会社による商品ならば) 予想プール価格は現物価格より「かな

り」高くなければならない。AWB 体制下での他社のプール製品は、 (どの業者にも AWB への転売と

いうオプションがあったため) AWBの国家プール価格を実質上の最低保障価格としながら投機をも試

みるという利点があったが、国家プールの廃止によって、この利点は完全に失われた。 
■ 新制度が小麦生産に及ぼす影響は、ほぼ無いと言ってよいと思う。農家の生産に関する意思決定は

むしろ気候変動に左右されている。 
■ ビクトリア州では最近遺伝子組み換えキャノーラの生産が許可された。生産地域が異なるため、こ

れによる小麦生産への影響は無視できると思われるが、将来的には小麦の汚染による輸出への影響が

心配されている。また長期的には、旱魃に強い遺伝子組み換え小麦が導入される可能性があるが、こ

の場合の輸出市場の消費者の反応にも関心がある。 
■ 旱魃の輸出量への影響は、その年の国内価格に左右されるため、一概には言えない。加えて、国内

の一部のみで旱魃が起こったときは、州間取引が盛んになるため、「国内価格」の概念も単純ではない。

例えば今季、ビクトリア州は NSW 州産の小麦を輸入したが、このときの価格は NSW 州産の小麦の

NSW 州における価格よりも割高であった。プール運営者や現物取引を行う卸売業者の利潤最大化行

動の結果、輸出量がどう変動するかは簡単には予想できない。 
  
 
３．成果のポイント 
 
① 認可制による新輸出制度 
生産量. 新制度のよって農家には多数の販路ができ、農家の経営者としての判断はより複雑になった。

しかしながら、このことが小麦の作付面積に影響を及ぼすことはないというのが現地専門家の一致した意

見である。この意見が正しいと仮定すれば、新制度のオーストラリア全体の小麦生産力に及ぼす影響はな

い。ただし本邦への輸入に限って見れば、販路の拡大が農家の非日本用品種の生産を促すなど間接的な経

路で、供給力を減少させる可能性があることに注意する必要がある。 
 
価格 

価格に関しては、輸出業者間の競争によって下がる可能性が複数の専門家によって指摘されているが、

経済学的に見て、この指摘は必ずしも正しくない。なぜならば、本検討会の鈴木委員が指摘するように 
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(Kaiser and Suzuki, New Empirical Industrial Organization & the Food System, p.28) 原料生産から加工品販売

までが垂直的に結びついている産業においては、卸売業者 (ここでは輸出業者) の製品販売における売

手独占の度合いのみならず、その製品購入原料における買手独占の度合いも考慮しなければならないか

らである。新制度は双方の度合いを緩くしたものであり、2 つを合わせた効果が正負どちらになるかは

一概に決まらない。新制度下での我が国における指名競争入札においては、オーストラリアの ASW ブ

レンドが従来よりも低い価格で落札されているが、これが長期的な収束価格であるかどうかを判断する

には今しばらく市場を観察する必要がある。 
品質 

長年輸出を独占してきた AWB は日本の消費者の嗜好をよく理解しており、ASW、PH とも日本向け

の品質管理と調製を得意としてきた。国内製粉業者は各輸出業者が同水準の品質管理をできるか懸念し

ているが、東西の大手集荷業者 GrainCorp と CBH は共に、今までも AWB からの委託を受けて実際の調

製をしていたのは自分達であり、加えて旧 AWB 職員を多数ヘッドハントすることによって旧来は AWB
しか知り得なかった情報も集めていると、自信をみせている。しかしながら、2 者以外の輸出業者と組

んだ被認可輸入業者が輸入権を落札した場合の品質等、今後観察しなければならない事項は多い。根本

的には、統一輸出規格の存在しないオーストラリアを相手に ASW・PH というわずか 2 種類の輸入規格

のみで全量を管理するという発想そのものが、AWB との間の言わば阿吽の呼吸を前提としており、こ

の制度が多数の輸出業者が入札に勝って安値で輸出しようとしている現在の市場にも沿うものであるか

検討しなければならないように思われる。 
 
② 2 季連続の大旱魃 
オーストラリアにおいて旱魃が小麦の作付面積に影響を及ぼさないことは、本検討会に提出された

Morrison 報告書 (図 3.3) から明らかであり、また現地専門家も同じ見方を示している。従って、旱魃の小

麦生産に対する影響は、専ら収量の減少によるものであると結論付けられる。なお、2 季連続の大旱魃は

資金繰りに苦しんだ農家の離農を進め、この結果、生き残った農家の大規模化に代表される産業構造変化

が起きているが、この変化が小麦の作付面積に及ぼす影響も無視できる範囲であるというのが現地専門家

の一致した意見である。 
 
③ 労働党による連邦新政権 
緩い連邦であるオーストラリアにおいて中央政府の農業における役割は限られている。また、オースト

ラリアの農業は無保護・自由競争が原則であることも、政府の農業生産に及ぼす影響を小さくしている。

これらと、新政権が大幅な政策変更を行うことはないという現地専門家の一致した見解を併せ考えるに、

旱魃対策における事後補償主義から事前準備主義へのシフトなどの微細な変化を除けば、政権交代の小麦

生産に与える影響はほぼ無視できると結論付けられる。ただし、農業分野においては歴史的に本来左派で

ある労働党の方が右派の自由党よりも非介入主義であることが指摘されており、このことの WEA 解体と

それに伴う完全自由貿易制度の設立までの時間との関係には注意を払う必要がある。 
 
④ 世界的な気候変動 
オーストラリアにおける地球温暖化対策が先進的であることは、他国に先駆けて温室効果局 (Australian 
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Greenhouse Office) を設置し、その効果の科学的研究を推し進めていることからも見て取れる。穀物生産の

分野においても例外ではなく、マクロモデル分析を用いた温室効果の生産に与える影響の測定や、ミクロ

モデル分析を用いた新品種の開発等が逸早く進められている。しかしながら、多くの専門家が「作物モデ

ルに関しては最も先進的かつ正確である」と評する研究機関 APSRU による収量予測モデルは、温室ガス

の排出がどんなに早いペースで進んだとしても、2050 年における収量の減少率はほぼ全地域で 10%以内に

収まると予想している。この数値が現在の品種を用いて作成されたことと、今後 40 年の間には当然、気候

変動に対応した品種が開発されることを鑑みるに、気候変動のオーストラリアの小麦生産に及ぼす短中期

的な影響は無視できると結論付けられる。 
 
⑤ 二国間貿易協定 
オーストラリアの小麦売買の主流を成すプール取引が、輸出市場における高い利潤を国内市場における

低い利潤を補う「隠れた補助金」の役割を果たしていることは、昨年度本検討会に提出された鈴木委員の

報告書で既に主張されている。この実質的補助金の額を推定することは、AWB の国家プールが存在した

昨年まででさえ入手可能なデータの制約から困難を極めていたが、今回、新制度下で各社の様々なプール

が乱立したことにより、この作業は一段と困難になった。オーストラリアの小麦農家に関わるその他の実

質的補助金としては、ほぼ恒久化した「例外的状況に対する生活保護」、金融危機対策緊急援助金、および

州政府による輸送費補助等があるが、いずれも WTO 上の黄色の政策とは簡単には判断できず、貿易交渉

にどの程度役立つか未知の部分がある。 
 
⑥ 本邦における輸入制度 
今回の調査においていずれの調査地においても指摘されたのが、日本の現行輸入制度は日本の欲しい財

は何かというシグナルを出してくれない、という点である。この指摘には、ハード小麦・ソフト小麦それ

ぞれに 1 種類の輸入規格しか存在しないことによって、高品質の製品を作った農家が低品質の製品を作っ

た農家より高い報酬を受けられないという不公平感と、高品質を作ることにかかる費用やリスクが補償さ

れるシステムになっていないという不透明感への不満が混在しているように見受けられる。どちらも、

AWB 体制下では AWB の日本人の嗜好に関する豊富な知識と、熟練された、しかも大規模のプール運営に

よって相当程度解決していた問題であるが、新体制においては同様にはいかず、我が国がよりはっきりと

した市場シグナルを出すことが求められている。 
「輸入麦の政府売渡ルール検討会」の議事録を読んで驚かされるのは、そこに、日本が制度をこう変え

たら輸出国の農家はこう行動を変えるであろうという、いわゆるメカニズムデザインの考え方が一切取り

入れられていないことである。厳しい品質規定に合わせて小麦を作るという行動にはリスクが伴うため、

リスク回避的な大多数の農家は、そのリスクに見合う補償金、リスクプレミアムが払われない限り、その

リスクを受け入れようとはしない。ASW 規格の輸入に当たっての価格は、現行ではこの問題とは遠く離

れた場所で決まっており、輸出国の農家にとっては単なるブラックボックスにしか見えない。 
このままでは数年のうちに麺用小麦の安定供給ができなくなるという CBH の主張は、日本に麺用小麦

の品質プレミアムが高くつくシステムを設計させようとする彼らの戦略の一部である可能性が高く、鵜呑

みにすることはできない。しかし、例えば蛋白質含有率の許容範囲を一定値狭めたときに、農家には理論

上どれだけのプレミアムが支払われるべきかを輸出国に説明できぬままに規格を変更したり、漫然と指名
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競争入札を続けたりしてならば、いずれ、プレミアムの欠如から供給先を失うことになっても文句は言え

まい。そのような状況を事前に防ぐため、本邦の実需者の観点のみならず、輸出国の農家の行動をも織り

込んだ制度設計が必要だと考えられる。 


